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要旨：高強度の機械式鉄筋定着工法の定着性能を検討するため，かぶりの有無や群効果の影響を考慮した引

抜試験を実施した。3 本の鉄筋を埋め込んだ引抜試験においては，群効果の影響で抜け出し量が大きくなるこ

とが確認されたが，その上昇量は半円形フックにより定着された試験体に比べ小さいことが示された。また

かぶりの有無においても良好な定着性能を示した。これらの試験を対象とした有限要素法による再現解析で

は，遷移帯を考慮した解析により良好に実験結果の再現が可能であることを示した。また群効果の影響によ

る抜出し変位の増加は早期にコーン状ひび割れが進展することが原因であることを示した。 
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1. はじめに 
阪神大震災を契機とする想定地震動の変化や耐震設

計の強化により，鉄筋コンクリート構造物における必要

鉄筋量が多くなっている。その影響で柱梁接合部やボッ

クスカルバートの隅角部などでは高密度配筋となり配筋

作業が複雑化している。そこで高強度鉄筋の利用による

鉄筋量の減少や，配筋作業の生産性向上を目的に，従来

のフックによる定着に代わり，機械式鉄筋定着工法を採

用するケースが多くみられるようになってきた。平成29
年制定道路橋示方書 V 耐震設計編1)（以下，道路橋示方

書）ではコンクリート強度30N/mm2以上等の構造細目を

満たすことを条件に，軸方向鉄筋に SD390，490といった

高強度鉄筋の利用が認められている。また平成28年に国

土交通省より発刊された「機械式鉄筋定着工法の配筋設

計ガイドライン2)」では，機械式鉄筋定着工法のせん断補

強鉄筋への積極的な利用を促進している。同工法の軸方

向鉄筋への適用は，2017年制定コンクリート標準示方書

[設計編] 3)（以下，コンクリート標準示方書）に規定され

ているが，要求性能に関する具体的な記載はない。必要

な性能としては土木学会発刊「鉄筋定着・継手指針[2007

年版]4)（以下，定着指針）」に示される，高応力繰返しの

抜出し試験により性能を確認するように規定されており，

マッシブなコンクリートに埋め込まれた1本の鉄筋に対

しての性能評価基準が記されている。実際の配筋として

想定される，高強度の軸方向鉄筋が密に配置された状態

で抜出し荷重が作用すると，群効果により隣り合う鉄筋

が一体となり挙動し定着部からコーン状破壊することで，

単一の鉄筋で考慮していた定着性能に比べ実際の定着性

能が低下する可能性がある。例えば尾坂ら5)は群効果に

よるコンクリートに埋め込まれた直筋の付着性能の低下

を、幸良ら6)は機械式定着鉄筋と母材鉄筋の付着との関

係性に着目した複数鉄筋の引抜試験を実施している。一

方で母材鉄筋の付着を除いた定着具の支圧効果のみの群

効果に着目した研究は見当たらない。 

そこで本研究ではマッシブなブロックに高強度鉄筋

の機械式定着鉄筋を 1 本または 3 本埋め込んだ試験体に

て引抜試験を実施し，従来の半円形フックによる定着と

の定着性能を比較，および各試験体条件が定着性能に与

える影響を考察した。また定着具の幾何形状の影響を精

密に表現するために数 mm～100mm 程度の要素サイズの

メッシュを用いた非線形有限要素法による再現解析（以

下、メゾスケール解析と称す）で破壊性状を再現・考察

した。なお本論文内においては定着指針に基づき「定着

具：機械式定着において引張力を伝達するための板」，「定

着部：定着される鉄筋端部とその周辺の定着性能に寄与

するコンクリートを含める箇所」と用語を定義する。 

 
2. 機械式定着工法の抜出し実験 
2.1 実験の目的と概要 
本研究にて実施とした試験ケースを表－1に示す。な

お，比較用とした試験ケース（case-1,1S シリーズ）は既

に報告7)されているものが含まれている。鉄筋はすべて

SD490であり，鉄筋径は軸方向鉄筋として実際に適用頻

度が高いと想定される太径から D32を選択した。定着具

は円形プレートが摩擦圧接されたものを用いた。定着具

の写真を図－1に示す。形状は表－1に併せて示す。コン

クリート強度は各試験体の抜出しを顕著にするために，

道路橋示方書にて SD490を使用する際に必要な強度であ

る，実強度30N/mm2程度（想定引張強度2.3N/mm2）とな

るように設計した。定着指針に基づき，埋め込み長は

case-1,3シリーズで12φとなる384mm，case-1S シリーズ

で500mm とし，フック部を除く埋め込み部の鉄筋の付着

は除去した。case-1S ではせん断補強鉄筋への適用性の確

認を目的とした実験であり，かぶりコンクリート（定着
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具の背面のコンクリート）を取り除いた試験体において

規格降伏強度の95%で載荷後，一度除荷し，その後は規

格引張強さまで単調に載荷する引抜試験を実施した。そ

の他のケースは軸方向鉄筋への適用を目的とした試験で

あり，定着具の背面を含めマッシブなコンクリートに埋

め込まれた鉄筋の引抜試験を実施している。加力は下限

を規格降伏強度の2%以下，上限を規格降伏強度の95%と

した応力で静的に30回の繰り返し載荷を実施する高応力

繰返し載荷を実施した。また高応力繰返し載荷の後に，

規格引張強さに相当する応力まで単調載荷し，実験を終

了している。半円形フックと機械式定着工法との定着性

能の比較のみでなく，case-1SM と1M の比較により適用

した定着部の周辺コンクリート条件が定着性能に与える

影響の考察すること，また case-1M と3M の比較により

隣接する鉄筋の群効果が定着性能に与える影響を考察す

ることを目的とした。各試験体の図面を図－2に示す。ま

た case-3における加力図を図－3に示す。反力梁の間隔は，

case-1S および case-1シリーズでは埋め込み長と等しく

（case-1S：500mm，case-1：384mm），case-3シリーズでは

コーン状破壊を再現するために埋め込み長の2倍以上と

なる800mm とした。加力は，case-1,1S シリーズではセン

ターホールジャッキを用いて鉄筋を直接加力した。case-
3T,H に関しては，埋め込まれた3本の鉄筋に均等に荷重

がかかるように剛性の高い加力梁を用いた。またひずみ

ゲージをブロック上端から20mm の箇所の鉄筋に貼付け，

各鉄筋に発生するひずみの値が等しくなるように左右の

ジャッキを調整した。荷重の計測は左右のロードセルを

用いた。繰返し載荷の基準となる応力は，ロードセルの

合計荷重を鉄筋の公称断面積で除した値とした。抜出し

変位量は定着具にインバー線を溶接し，シース管を通し

てブロックから取り出し，基部に取り付けた変位計 A に

より計測した。またブロック上面から100mm の箇所にお

いて，定着部の抜出しと鉄筋の変形の合計となる伸び出

し変位を図－3に示す変位計 B により計測した。 

表－1 試験諸元 
試験 

ケース 鉄筋種 降伏強度 
[N/mm2] 

引張強さ 
[N/mm2] 

定着具 f’c 

[N/mm2] 
鉄筋 
本数 

加力 
方式 備考 

方法 形状注 
case-3M 

D32 

521 704 機械式 t26-80 36.4 3 
30 回 
繰返し 

 case-3H フック 3.5φ-4φ 33.0 
case-1M 522 710 機械式 t26-80 32.7 

1 
比較用 
既発表 
ケース 

case-1H フック 3.5φ-4φ 
case-1SM 529 714 機械式 t26-65 33.2 1 回 

繰返し case-1SH フック 3.0φ-8φ 31.4 
注意：定着具の形状は，機械式定着：厚さ-プレート直径[mm]，フック：曲げ内半径-定着長   

 
図－2 各試験体配筋図               図－3 加力図（case-3M） 

図－1 試験体定着具（左：従来フック，右：機械式鉄筋定着工法） 
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2.2 実験結果 
(1) 荷重-変位関係と抜出し変位 
既報の case-1S および case-1 シリーズでは，各条件と

もに従来のフックと比較し機械式定着が同等以上の定着

性能を有することが確認されている。ここでは case-3 シ

リーズにおける定着具の抜出し変位量と鉄筋に発生する

相当応力の関係を図－4 に示す。なお応力は前節で示し

た方法により算出している。case-3H では繰返し載荷の 1

サイクル目より一定量の伸び出しが確認され，サイクル

数が増えるごとに伸び出し量が漸増した。30 回の繰り返

し載荷の後に規格引張強さ相当の応力まで加力したとこ

ろ，3 本間において多少の伸び出し量のばらつきは発生

したものの，すべての定着具が損傷することなく良好な

定着を示した。case-3M においても抜出しに関しては同

様の傾向を示した。しかし case-3H と比較すると抜出し

変位は相対的に小さい。表－2 に各ケースの 1 サイクル

目と 30 サイクル目の抜出し変位（それぞれ δ1, δ30）およ

び繰り返し載荷による抜出し変位の進展量，引張強さ時

の抜出し変位（δt）を示す。定着指針に定められている規

定として，①鉄筋の規格引張強さ以上の荷重に対して定

着具が破壊しない②規格降伏強度の 95%応力での繰返し

載荷 30 回目のすべり量が標準フックの場合の値以下③

繰返し 30 回目と 1 回目の抜出し変位の差が標準フック

の場合の値以下と示されている。case-3 シリーズに対し

てこれらの基準を照査すると，対象とした機械式定着工

法はすべての基準を満足していることが示された。 
載荷試験終了後のひび割れ図を図－5 に示す。両ケー

スにて高応力繰返し載荷において鉄筋の並び方向のひび

割れ，ブロック中央の割裂ひび割れが順に確認された。

ひび割れの進展性・分散性についても定着具による大き

な違いがないことが示された。 

(2) かぶりコンクリートの有無による定着性能 
case-1SMと case-1Mの定着具の抜出し変位量と応力の

関係比較を図－6 に示す。これらの試験体では定着具背

面のコンクリートの有無が異なり，定着部のコンクリー

トの条件が抜出し変位量に与える影響を確認することが

できる。どちらの試験ケースも定着具の支圧効果が適切

に作用することで従来の半円形フックによる定着に比べ

小さい抜出し変位量となっているが，背面のかぶりコン

クリートを有さない case-1SM は case-1M に比べ，1 サイ

クル目および規格引張強さにおける抜出し変位量で約 8

倍程度の抜出し変位量となり，この傾向は半円形フック

による定着においても同様である。定着具形状の違いか

ら支圧効果によるコンクリートの変形に伴う抜出し変位

が増大したこと，また背面のコンクリートにより支圧効

果を受けるコンクリートの変形が抑制され、剛性が高く

なるためと考えられる。また半円形フックに関しては，

かぶりコンクリートがないことから，底面に近い定着具

の付着性能が低下したことが影響していると考えられる。 

 (3) 群効果による定着性能への影響 
case-3M と case-1M の定着具の抜出し変位量と応力の

関係比較を図－7 に示す。また各主要載荷サイクルにお

ける抜出し変位量および繰返し載荷による抜出し変位の

進展を表－2 に併せて示す。初期載荷においてはほぼ同

 

図－4 鉄筋応力-抜出し変位関係（case-3） 
 

表－2 抜出し変位結果（単位は[mm]） 
ケース δ1 δ30 δ30-δ1 δt 
case-3M 
(最大/小) 

0.668 
0.356 

0.944 
0.588 

0.310 
0.232 

1.312 
0.816 

case-3H 
(最大/小) 

1.068 
0.830 

3.116 
2.334 

2.048 
1.504 

5.672 
3.647 

case-1M 0.224 0.454 0.230 0.652 
case-1H 1.114 1.664 0.55 2.636 

case-1SM 1.840 - - 5.000 
case-1SH 2.970 - - 6.450 

 

 
図－5 試験終了時ひび割れ図 
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図－6 鉄筋応力-抜出し変位関係比較 
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様の挙動を示しているが，応力にて 390N/mm2 を超えた

荷重において case-3M の抜出し変位が増加している。鉄

筋本数が増えたことにより case-3M における周辺コンク

リートに掛かる荷重は増加している。この時点で試験体

表面ひび割れの発生が観測されており、内部のひび割れ

状況は未確認であるものの、コーン状ひび割れの発生に

より抜出し変位が増加した可能性がある。その後の高応

力繰返し載荷における抜出しの進展量はほぼ同じであり，

繰返し載荷ではさらなるひび割れの過度な進展は進んで

いないと判断することができる。規格引張強さまでの載

荷では，case-3M の方が抜出し変位の増加率は高く，case-
1M と比較し約 0.5mm 程度大きい抜出し変位を示した。 

一方で case-3H と 1H の比較を図－8 に示す。対象の比

較ケースでは 1 サイクル目の抜出し変位はほぼ同様であ

ったのに対し，case-3H では繰返し載荷において抜出し変

位が大きく進展し，またその後の規格引張強さまでの載

荷においても抜出し変位は case-1H に比べ大きく進展し

た。case-3H では半円形フックの鉄筋芯間隔が 2φとなる

ように配筋されており，密な配置となっている。異形鋼

棒の内部ひび割れは通常 45~60 度でコーン状に発生する

のに対し，密に配置されている場合には内部ひび割れは

鉄筋の間で水平につながるように発生し，鉄筋の付着力

に果たす役割が小さくなることが知られている 6)。今回

の試験においても付着が除去されていない半円形フック

部の節から発生する内部ひび割れがそのような挙動を示

し，繰返し載荷以降の加力において内部ひび割れの進展

に伴う付着破壊が 1 本のケースに比べより増加したもの

だと考えられる。今回の試験結果から，機械式定着工法

および従来の半円形フックによる定着の両方のケースに

おいて，密に配筋された鉄筋の群効果による抜出し変位

の増加が確認された。その増加量は両ケースにおいて同

等か，機械式定着工法のほうが小さい傾向にあった。 

 
3．非線形有限要素法による再現解析 

本章では破壊性状の検証のため，非線形有限要素法を

用いた各試験の再現解析を実施する。対象は，機械式定

着工法を用いた case-1SM と case-3M とした。なお本章で

示す解析はすべて汎用の有限要素解析プログラムである

DIANA ver10.3 を用いたものである。 
3.1 case-1SM の再現解析 

単一の鉄筋が埋め込まれた試験体であることから，対

称性を利用し，1/4領域のモデル化を実施した。メッシュ

図を図－9に示す。要素は6面体2次要素を用い，鉄筋周辺

の要素の代表長さは15mm，コンクリートブロック外側

のメッシュ代表長さは40mm とし，メッシュサイズを遷

移させる区間においては4面体または5面体2次要素を用

いている。鉄筋についてもソリッド要素でモデル化し，

ひずみ硬化を考慮した Von-Mises モデルを用いた。コン

クリートは分散ひび割れモデルの一つである固定ひび割

れモデルを用いた。引張破壊エネルギーはコンクリート

標準示方書を，圧縮破壊エネルギーは Nakamura ら8)が提

案している式を用いた。せん断挙動はせん断伝達関数を

0.2と一定とするモデルとした。また Selby ら9)が提案す

る拘束効果を考慮した。材料諸元を表－3に示す。コンク

リートと鉄筋との境界には，打設・養生時の水分移動や

骨材の配置の影響により弱部となる遷移帯が存在してい

る。この影響を有限要素解析において再現する手法がい

くつか提案されており，Salem & Maekawa10)は鉄筋表面よ

り1D（D：鉄筋径）の区間の弾性係数を1/2に設定してお

り，磯部ら11)は約1/6D となる領域の強度を1/4にすること

で再現している。どちらの結果においても遷移帯を考慮

することで付着すべり挙動やひび割れの分散の再現性が

改善している。本解析ではモデル化の単純化のため，遷

移帯をプレート上部の16.5mm（約1/2D）の領域（図－9）
とし，その領域の剛性を半分とするモデル化を実施した。

 
図－9 FE モデルメッシュ図（case-1SM） 

 
図－7 結果比較（case-3M，1M） 

 
図－8 結果比較（case-3H，1H） 

0
100
200
300
400
500
600
700

0 0.5 1 1.5 2

鉄
筋

1本
の
応
力

[N
/m

m
2 ]

抜出し変位[mm]

case-3M（最大）
case-1M
規格降伏強度
規格引張強度

0
100
200
300
400
500
600
700

0 2 4 6

鉄
筋

1本
の

応
力

[N
/m

m
2 ]

抜出し変位[mm]

case-3H（最大）
case-1H
規格降伏強度
規格引張強度

 

- 520 -



また遷移帯を考慮しない解析を併せて実行し，結果を比

較した。鉄筋と遷移帯間は界面要素を用い，引張時は無

抵抗，圧縮時には高い剛性を有するモデル，せん断方向

には抵抗を持たないモデルにて界面の剥離とせん断方向

のすべりを表した。加力は鉄筋上端部の節点に強制変位

を与えることで載荷をモデル化し，単調載荷とした。解

析結果の応力-抜出し変位関係を図－10に，規格降伏荷重

時のひずみ分布を図－11に示す。遷移帯を考慮していな

いケースでは，応力が340N/mm2を超えた付近より抜出し

変位を過小評価しているが，遷移帯を考慮した解析では

規格引張強さまでにおいて良好に定着具の抜出し結果を

再現することが示された。変形モードとしては，定着具

からのコーン状破壊は確認されず，支圧効果により周辺

コンクリートが圧縮破壊することで変形が進行している

ことが確認された。遷移帯を考慮したことで鉄筋周辺の

要素の変形量が大きくなり，定着具周辺のコンクリート

の圧縮破壊に伴う抜出し変形を適切に再現することが示

された。 

3.2 case-3M の再現解析 
対称性を利用し，1/2 領域のモデル化を実施した。用い

た要素，代表長さは前節と等しく，材料諸元，遷移帯の

考慮，加力方式についても同様の手法を用いた。作成し

たモデルは節点数が 158,057 点，要素数が 46,126 要素と

なった。メッシュ図を図－12 に示す。得られた解析結果

のうち，応力-抜出し変位関係を図－13 に示す。鉄筋応

力が規格引張強さになるまでの抜出しの再現を試みたが，

図に示す点において解が発散したため解析を中止した。

実験と同様に鉄筋応力が 400N/mm2 付近となる時点から

伸びだしが急伸していることが確認される。急伸する前

後（図中ステップ 16,17）におけるひずみ分布を図－14
に示す。このステップにおいて定着具からのコーン状破

壊が大きく発生し，またブロック表面にも複数のひび割

れが生じていることが確認される。これより，2.2 にて想

定していた通り，抜出し変位の急激な進展は群効果によ

るコーン状ひび割れによるものと確認することができる。 

解析が発散した時点におけるブロックの上面・側面を

含む鳥瞰図の最大主ひずみ分布を図－15に示す。また実

験における規格降伏強度でのマーカーを上書きしたひび

割れ写真を合わせて示す。両者はほぼ等しい荷重条件で

ある。2.2で示した通り，試験時においても規格降伏強度

までの載荷においてブロック上面に複数のひび割れが確

認されており，中央鉄筋から伸びるひび割れは側面まで

達している。解析結果における最大主ひずみ分布はひび

割れを良好に再現していることが示された。解析の発散

時には，定着具の上部に存在する複数の遷移帯要素にお

いて圧縮破壊が生じため，それらの要素においてつり合

い計算が収束しなかった。マッシブなコンクリート内部

での実際の現象では，ペースト部の圧壊後も骨材の存在

により支圧効果による圧縮応力が伝達することで定着性

表－3 入力材料諸元 
コンクリート 鉄筋 

ヤング率 34 GPa ヤング率 205 GPa 
ポアソン比 0.21  ポアソン比 0.3 
引張強度 2.2 N/mm2 降伏強度 520 N/mm2 
引張破壊 E 0.10 N/mm 引張強度 710 N/mm2 
圧縮強度 33 N/mm2 硬化ひずみ 10000μ 
圧縮破壊 E 52 N/mm 破断ひずみ 24000μ 

 
図－10 解析結果比較（case-1SM） 

 
(a) 最大主ひずみ    (b) 最小主ひずみ 

図－11 ひずみ分布 
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図－12 FE モデルメッシュ図（case-3M） 
 

 
図－13 解析結果比較（case-3M） 
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能が保たれていると考えられる。多軸拘束時に圧縮強度

が増大するモデル9)を用いていたが，本手法のモデル化

ではこの耐荷機構の再現が難しいことが示された。規格

引張強さまでの解析のためには，定着具周辺の遷移帯・

コンクリート要素の圧縮挙動を，マッシブなコンクリー

ト内部の挙動の再現として大変形時においても適切な応

力伝達が可能なモデルとする必要がある。 
 

4．まとめ 
 本研究で示された，高強度鉄筋を用いた機械式鉄筋定

着工法の引抜試験およびその再現解析によって得られた

知見を以下に示す。 

(1) 機械式定着と従来のフックによる定着を有する鉄筋

にて複数本の鉄筋を埋め込んだ引抜試験を実施した

ところ，機械式定着による鉄筋は群効果の影響下に

おいても従来のフックによる定着と比べ同様以上の

定着性能を示した 
(2) 定着具の背面のかぶりコンクリートが定着性能に与

える影響を確認する試験では，かぶりコンクリート

を除いた試験体は抜出し量が 5～8 倍程度になること

が示された。従来のフックによる定着においても同

等またはそれ以上の増加が確認された。 
(3) 1 本および 3 本の鉄筋が埋め込まれた試験における

抜出し量の比較では，従来のフックによる定着およ

び機械式定着ともに，群効果の影響で抜出し量の増

加が確認された。その増加量は機械式定着の方が小

さい結果となった。 
(4) 有限要素法によりかぶりコンクリートを除いた試験

体の引抜試験を再現したところ，遷移帯を考慮する

ことで試験結果を良好に再現することができ。また

抜出し量は定着具の支圧効果によりコンクリートが

圧縮破壊することで増加していることが示された。 
(5) 3 本の鉄筋が埋め込まれた試験の有限要素法による

再現解析では，遷移帯を考慮することで実験にて確

認された抜出し変位の増加を再現した。ひずみ分布

を確認すると，その増加はコーン状破壊の進展によ

るものだと示された。一方で規格引張強さまでの解

析のためには，材料構成則を改良する必要があるこ

とが示された。 
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図－14 ひずみ分布（左：ステップ 16，右：ステップ 17）     図－15 規格降伏時ひび割れ状況比較 
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